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新型コロナウイルスへの企業の対応

～マーサージャパン調査より 

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、

企業がどのような対応をしているかが気にな

るところです。人事コンサルティング会社の

マーサージャパンでは２月 27 日から３月４

日までの期間、新型コロナウイルスに対する

企業の対応について、調査を実施しました。 

◆時差出勤、テレワーク 

各社の取組みの現状としては、「時差出勤の

許可・奨励」が 84％、「在宅勤務・テレワー

クの許可・奨励」が 69％と柔軟な対応が進ん

でいます。 

在宅勤務・テレワークについては、82％が

全社または一部の部門で実施しています。そ

の一方で、18％の企業が実施していない理由

としては、「インフラが整っていない」(78％)、

「関連規定・ルールが整備されていない」

(66％)、「業務特性がテレワークに適していな

い」(62％)などが挙げられています。 

◆イベントの中止・延期 

「緊急性の低い国内外の出張を中止・延期」

が 91％、「集合型社内研修の中止・延期」が

71％、「職場での懇親会等の中止・延期」が

59％、「採用関連イベントの中止・延期」が

39％と多く、「新卒・中途入社式の中止」も

10％となっています。 

◆オンライン化 

会議などのオンライン化も「オンライン会

議への切替え」(社内ミーティング 52％、社外

ミーティング 39％)、「オンライン研修への切

替え」(27％)と進んでいます。 

 

 

※就業者のうち前職のある者で、過去１年間

に離職を経験した者 

◆55～64 歳と 65 歳以上では転職者比

率が過去最高 

就業者に占める転職者の割合を年齢階級

別にみると、若年層で割合が高く、15～24 歳

で12.3％、25～34歳で7.8％となっています。

近年ほぼ横ばいで推移していたところ、2019

年は前年に比べて大きく上昇しています。ま

た、35 歳以上の階級でもわずかながら上昇傾

向は続いており、特に 55～64 歳、65 歳以上

では 2019 年に過去最高となっています。 

◆転職理由は「より良い条件の仕事を探

すため」 

転職者の離職理由としては、「より良い条件

の仕事を探すため」が１位となっており、転

職者数の３～４割を占めています。次いで

「定年又は雇用契約の満了」「会社都合」「家

事・通学・健康上の理由」と続きます。2002

年以降の調査結果をみても、景気悪化により

会社都合による転職等が一時的には増えま

すが、この離職理由は常にトップとなってい

ます。 

◆採用の多様性を踏まえて人材確保の

取組みを 

現在、新卒学生の採用についても、通年採

用を拡大することが経団連と大学で合意さ

れ、横並びの一括採用が見直されつつありま

す。採用形態にも多様性が求められてきてい

るなか、企業も人手確保のために、中途採

用・経験者採用含め、積極的に人を集める工

夫を行っていきたいところです。 

 

4 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降に採用した労働者がいる場合

＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給与所得者異動

届出書の提出［市区町村］ 

30 日 

○ 預金管理状況報告の提出［労働基準監

督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日

未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局また

は銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年

金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被

保険者でない場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税均等割の申

告納付［都道府県・市町村］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 1

期＞［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場

合がある。 

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳

簿の縦覧期間 

（4 月 1 日から 20 日または第 1 期目の納

期限までのいずれか遅い日以降の日まで

の期間） 

 

 （い い 労 務） 

◆企業への影響 

企業が抱える懸念としては「出張の中止や延期

に伴う商談のスローダウン」が 57％、「国内外の

経済活動の停滞、自粛ムードに伴う売上の減少」

が 50％と多くなっています。 

◆マーサージャパンによるポイントまとめ 

・全社共通の対応としては、総じて不要・不急な

出張の中止・延期やテレワークへの切替えなど、

感染拡大防止にあたり必要な施策を実施する一

方、ビジネス面の影響や４月以降の業務計画の見

直しについては慎重に見極める姿勢が大半であ

り、悲観的なトーンが比較的強いメディア報道に

比べ、企業の現場では比較的冷静な対応が多く見

受けられた。 

・一方で、感染拡大防止に向けた対応・施策が十

分に整備されていない企業も散見され、個別企業

ごとの危機管理や業務・IT インフラ、リーダー

シップのあり方の違いが浮き彫りになった。 

【マーサージャパン「新型コロナウィルスに対す

る企業対応のスナップショットサーベイ結果」】 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000046.

000035512.html 

増加傾向が続く転職者の状況と採用形

態の多様性 

◆2019 年の転職者数は過去最多 

人手不足の状況が続いていますが、企業も人手確

保のために積極的に中途採用・経験者採用を行っ

ているようです。総務省が発表した労働力調査の

詳細集計の結果によれば、2019 年の転職者（※）

数は 351 万人と、比較可能な 2002 年以降で過去

最多となりました。 

 

 

 


